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は じ め に

釆たる21世紀は ｢生涯教育の時代｣ともいわれる｡洋の東西を問わず多くの国々では,新

世紀社会に向けて,ライフステージに応じた生涯学習社会の建設が教育改革の主要な課題の

一つとされている｡

わが国においても,かつて中央教育審議会の ｢生涯教育に関する委員会｣が,生涯教育の

観点から現行制度を見直し,学歴社会の打破をめざした成人-の大学開放を提 言 した｡ま

た,現在多くの関心を集めている臨時教育審議会でも,その第 2部会において,学歴社会の

是正の基本的施策として乳幼児に始まる生涯教育システムの確立,教育機関の地域社会-の

開放,家庭 ･学校 ･職場 ･地域社会を結ぶ教育ネットワークの形成などについて検討を進め

ていることは周知の通 りである｡こうした生涯教育論議が国家レベルにおいて活発化する中

で,他方では各都道府県,市町村の地方レベルにおいて,実際生涯学習に関するさまざまな

革新や実験も意欲的に試行されつつある｡

しかし,生涯学習社会の実現は決して容易なものでないことはいうまでもない｡かつて生

涯教育の理念を世界的規模において展開させたユネスコ(UNESCO)紘,1976年の ｢成人教

育の発展に関する勧告｣(第 19回総会)の中で,生涯教育 (学習)は現行教育システムの再

編成をめざすものであると同時に,教育システムの外部にあり教育に利用できるすべての資
(1)

源を開発することを目的とするものであるとした｡このように,生涯教育が教育システムの

再編成と教育システム外の資源の開発を志向するものととらえられる限 り,現行システム内

での単なる学習機会の量的拡大であってほならない｡生涯教育のシステム化は,教育制度全

体の再編成を伴った学習者中心の改革によってこそ,その実現が可能とされるのである｡そ

の意味では,明治以来の ｢学校信仰｣の下で発達してきた学校教育中心の教育あるいは教育

観が定着しているわが国にあってほ,とくに成人の教育 (学習)要求に応じた生涯教育のシ

ステム化は多くの克服すべき課題を内に含んでいるといえよう｡

ところで,成人に対する生涯学習の機会を保障する改革に古くから積極的に取 り組んでき

たアメリカでは,とくに60年代以降,新たに ｢中等後教育｣という概念の下で生涯学習の実

現が要請され,従来の単に伝統的大学を成人に開放するという大学拡張の段階を超えた新し

い段階を迎えている｡すなわち,中等後教育の再編成においてすべての学習者の ｢学習社会
(2)

の場｣をめざした大学構造の柔軟化,弾力化の段階である｡そして,こうした大学構造の変
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草の段階の中で,とりわけフォーマルな学校教育に対してその対象 ･機関 ･組織 ･内容 ･方

法等においてよりいっそう多様性を有して発達してきた成人教育 (adulteducation)は,今

や教育の大事業 (bigbusinessJとして生涯教育システム化の実現の上で重要な役割を果た

しているのである｡

本稿では,これまでわが国の先行研究で正面から取 り上げられることの少なかったアメリ

カの成人教育の分野に焦点を当て,まず成人教育の機能 ･役割と実態の側面から最近の生涯

学習発展の全体像を明らかにする｡次に,現在教育的コミュニティを形成しているコミュニ

ティ･カレッジの成人教育発達に果たしてきた役割を検討し,さらに伝統的な形態や内容に

こだわらない革新的な実践例を取 り上げながら,生涯学習の発展に関わる特色と課題につい

て考察していきたい｡

その前に,アメリカにおける ｢生涯学習｣の概念および構造について言及することにす

る｡

Ⅰ.｢生涯学習｣の概念 と構造

アメ1)カでは,一般に r生涯教育｣の代わりに ｢生涯学習｣(lifelonglearning)が広く容

認された用語となっている｡また,生涯学習と並んで ｢継続教育｣(continuingeducation)

という言葉も古くから使用されている｡従来,この継続教育は,主に経済的理由などから義

務教育を完了しない者に対して,義務教育が終了するまでその補習教育を義務づける,いわ

ば補完的,補足的性格を有していた｡しかし,今日ではその概念が拡大され,高等教育機関

や社会的専門団体あるいは政府関係諸機関などの管理 ･運営の下で提供される中等後の教育

をも含むものとなっている｡それゆえ,広義の継続教育の概念は,生涯学習の一環として位

置づけられる｡

アメリカの生涯学習に関連した考え方は古くからみられ,すでにジェファーソン時代に遡

ってうかがうこともできるOそして,1960年代のユネスコにおける 6̀ducationPermanente'

についての論議以前にもさまざまな形で受け入れられていた｡しかし,今日のような生涯学

習に対する多くの関心や研究 ･実験の試行は,1976年,当時上院議員(のちに副大統領)であ
(3)

ったモンデールによって提案され,成立した改正高等教育法の中の ｢生涯学習法｣(Lifelong

LearningAct,PublicLaw94-482)が大きな契機となっている｡

現在のところ,生涯学習についての全国的,統一的な定義は存在しない｡上記の ｢生涯学

習法｣の中でもこれについては触れられていなかった｡それゆえ,論者によって多種多様な

定義がみられるが,典型的なものとして,｢すべてのアメリカ人がその生涯を通じて学習す

ることを容易にするために工夫される諸活動を思考し,計画 ･調整 ･実行するための概念上
(4)

の枠組み｣を挙げることができる｡

次に,生涯学習の意義については,先のモンデールによれば次のように考えられた｡

｢生涯学習は,沈滞したもしくは恵まれない環境にある人々,すなわち失業者,孤独な高
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齢者,婦人,マイノリティ,若者,廃業間近い仕事に従事する労働者の人々に希望を与え
(5)

るものである｡｣

このように,従来学習機会が奪われていた人々や,その機会から遠ざかっていた人々に学

習の機会を保障しようとするところに,生涯学習の存在意義が考えられてきた｡今日では,

こうした補償教育的思想と同時に,生涯学習の理念にはもっと大きな理想,すなわちすべて

のアメリカ人の生活をより活気的,生産的なものとし,学習社会 (learnings∝iety)を樹立

していこうとする積極的な側面も含まれてきている｡

生涯学習の範囲については,今日非常に多岐にわたるものとして考えられている｡連邦の

｢生涯学習法｣の中では,次のような分野の教育活動を含むものとしてとらえられていた｡

(1)成人基礎教育

(2)継続教育

(3) 独立学習

(4) 農業教育

(5)実業教育および労働教育

(6) 職業教育および職業訓練計画

(7) 両親教育

(8) 中等後教育

(9) 高齢者教育や退職者予備教育

(1匂 治療教育

(ll)特別なニーズをもつ集団や個人に対する特別教育プログラム

89 その他,職業的,専門的技能の向上や,職場や公共機関等における利用 ･革新 ･研究

成果のための補助,あるいは家族のニーズや個人的発達を満たすために工夫された教育

活動など

生涯学習についての連邦の考え方は,とくにこれまで教育上の恩恵を受けていない義務教

育年齢後の国民に焦点が当てられていたため,ここに列挙された教育活動は成人教育とほぼ

同じ範囲となっている｡

アメリカの生涯学習は,このように事実上広義の成人教育とはば同義に用いられている｡

勿論,その方向性は,多くの論者が指摘するように,文字通 り誕生から死ぬまでの生涯を通

じて行われるものとして考えられていることはいうまでもない｡したがって,生涯学習の構

造は,少なくとも家庭教育に始まり,フォーマルな学校教育,学校外活動,成人教育に及ぶ

4つの複合領域から成 り立つものとされている｡しかし,現在のところ,成人教育が生涯学

習の中核的概念として,実際上主要な位置を占めていることは確かである｡
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Ⅰ.成人教育の発達 と特色

1. 成人教育の機能

すでに述べたように,アメリカの成人教育は,古い歴史とともに多様性をその最大の特色

としている｡そして,この多様性こそが,実際,今日のような成人教育を発達させる原動力

となり,さらに今後の発展の可能性の源泉ともなっている｡現在,州あるいは地方によって

多種多様な成人教育が展開されているが,それだけにまた共通点も多くみられる｡

まず,成人教育は,その機能の点からおよそ次の3つの分野に分けられる｡

(1) 成人基礎教育に代表される義務教育レベルの学校教育の補完 ･補足としての分野

(2) 大学拡張活動やコミュニティ･サービスプログラムなどにみられるように,義務教育

レベル以上の教育機会を成人に開放 ･提供しようとする分野

(3) 図書館や博物館,成人教育関係団体などによる学校教育の範囲を超えた成人教育独自

の分野

次に,成人に教育の場を提供する機関としては,公立初等 ･中等学校,大学,短期大学,

職業-技術学校,図書館,博物館,企業,労働組合,職能団体,病院のほか,連邦,州,地

方の政府関係諸機関などが挙げられる｡

このうち,大学が行う成人教育活動は ｢大学拡張｣(UniversityExtention)と総称され,

これには大学開放講座,短期講習,夏期講座,通信教育などが含まれる｡1906年,ウィスコ

ンシン大学においてその理念が掲げられた大学拡張は,1915年の全国大学拡張協会の創設を

機に拡充され,とくに1920年以降急速に発展してきたものである｡通常,大学の内部に ｢拡

張活動部｣というような運営組織を設けて行われている｡

また,1914年のスミス-レ-ヴァ一法によって創設された国有地交付大学 (Landgrant

collegesanduniversities)で行われる通称 ｢農業拡張活動｣は,連邦,州および地方の政府

関係諸機関の連合 ･協力の下で,最も普及した大規模な成人教育活動を展開している｡そこ

では,各大学内の ｢農業拡張部｣の組織の下で,主に技術指導,農業 ･家政指導のほか,近
(6)

年では国際問題を含んだ経済問題や公共事業の面における活動が行われている｡

2. 成人教育の実際

アメリカの成人教育の発達状況をみる前に,成人教育の概念について限定しておく｡ここ

では,全国的な調査研究において一般に使用されている定義,すなわち ｢フォーマルな学校

教育を終了もしくは中断した義務教育年齢後の国民の特別な要求を満たすための組織的学
(7)
習｣にしたがうことにする｡

最初に,成人教育参加数についてみると,1981年現在,アメリカ全体で約2,000万人もの

成人 (-イスクールおよび大学のフルタイム学生を除く17歳以上の成人)が何らかの成人教

育活動に参加している｡これは,1億6,500万人の成人人口の12%に相当する数である｡全
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表 1 機関別成人教育活動数及び参加者数 (1975年)

27

輯 総数には,公立学校及び大学のフルタイムの成人学生を含む｡

なお,NCESは,中等後のパートタイム成人学生数を17,059(千人)と

算出している｡

(資料 ;U.S.DepartmentofEducation,NationalCenterforEducationStatistics,

1977)

体の参加者数の推移については,1969年が約1,300万人,1972年が約1,500万人,1975年が約

1,700万人であり,毎年平均4.6%ずつ増加していることになる｡1969年から1975年までの6

年間をみても,成人教育参加者数は31%増加してお り,成人人口の増加率 12.6%の約 2.5倍

にものぼっていることがわかる｡近年,中等後教育のフルタイムの入学者が減少の傾向にあ

るのに対し,逆にパー トタイムの成人参加者は年々着実に増加している｡

成人教育参加者数を機関別にみたのが表 1である｡これから明らかなように,成人教育活

動を提供する検閲は,4年制大学,2年制大学あるいは職業-技術学校などの,いわゆる伝

統的な中等後教育機関が中心となっており,これらの機関で全体の約半数を占めている｡近

年の傾向をみると,中でも公立の2年制大学の成人教育活動に対するスボンサ-シップが急

速に増加し,1969年からの6年間に100% 近い増加率を示している｡従来,成人教育の主要

なスポンサーとしての高等教育機関は,長い間夜間カレッジ (evening college)が主流 で
(8)

あったが,最近では昼間のコミュニティ･カレッジあるいはウィークエ ン ド ･カ レ ッジ

(WeekendCollege)などの新しい形態の教育機関が年々多く利用されつつある｡これに対

し,私立の職業 ･実業関係の各種学校の利用は減少している｡
(9)

次に,成人教育参加者の特性について,それぞれ近年の動向と併せてみるこ とにす る｡

(表 2参照｡なお,以下の増減の比率は1969年から1975年までの間を示す｡)

年齢に関しては,成人教育参加者の半数以上は34歳以下で占められているが,同一年齢層

に対する割合からみると,35歳～54歳までの中年齢層も17歳～34歳の若年齢層の割合と同じ
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表 2 成人教育参加者の特性

(%は,各成人人口比)

(資料 ;NationalCenterforEducationStatistics,DigestofEducationStatistics1982,p･154)

くらいである｡一万,55歳以上の高年齢層の参加者数も,近年継続的な増加傾向にある｡

性別からみると,近年女性の参加者の増加が著 しい｡全体の人口の増加は男性13%増,女

性12%増とほとんど同 じ割合であるが,成人教育-の男性参加者18%増に対 して,女性参加

者は44.7%も増加 している｡

人種的観点からみると,黒人の成人教育参加者は,全体の黒人成人人口の成長に比べてそ

の伸び率は小さい｡全体の黒人人口18%増に対 して,黒人参加者はわずかに 5%増 となって

いるにすぎない｡ このことはスペイン系アメリカ人 (Hispanics)についても同様のことがい

える｡これに対 し,白人参加者は,全白人人口11.3%増に比べてその約 3倍にあたる32%も

増加 している｡

教育 レベルか らみた場合,一般により高度な教育 レベルを修了した老がより多 く成人教育

に参加 していることがわかる｡具体的には,-イスクール教育修了以下の個人の参加の割合
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は11.5%減となっているのに対して,カレッジ教育修了以上の参加者は逆に45.8%もの増加

を示している｡

職業との関係でみると,成人教育参加者の大部分は,現在何らかの職業に従事している者

である｡また,近年その参加の動機も仕事や職業的理由によるものがコンスタン トに増加

し,1975年現在においても53%の者がこうした理由を挙げている｡このほか,女性の参加者

急増と関連して,主婦の参加者の増加が目立っている｡

家庭の収入面からみると,一般に家庭の所得が高いほど成人教育参加の割合も増加してい

る｡とりわけ年収1万 ドル以下の家庭の成人参加者数は減少の傾向にあり,2万5,000ドル

以上の家庭の参加者が増えている｡その割合からみると,低収入の成人参加者が24.8%減に

対し,高収入の成人参加者は359.7%もの増加となっている｡

授業料の源については,教育を継続する成人は,通常自分自身でその経費をまかなってお

り,1975年現在約57%の参加者が自分自身で授業料を支払っている｡職場の使用者によって

支払われる割合は27%となっている｡

コース ･クレジットの観点からみてみよう｡アメ])カでは,学習の成果 .学力の信用度を

表わすクレジット(credit)という単位制を導入しているが,成人教育の分野ではこうしたク

レジットコースをもたない機関が近年増加しつつあり,それに参加する成人の数も上昇して

いる｡1975年現在,すべての成人教育コースの52%が非クレジットコースで,1969年の45%

より増加している｡

なお,これに関しては,さらに1976年にNCESが行った ｢高等教育機関の非クレジット教
(10)

育活動｣と題する調査の中で,次のような報告がされている｡

(1)非クレジットの成人教育活動は,1975年度に2,225の高等教育機関によって提供され,

これは1967年度の1,102機関数の102%増に相当する｡

(2) 2年制大学は,楼関数全体の44.6%,全登録者数の47.3%を占めているO

(3) 1975年度の全登録者数は880万人で,1967年度の560万人より56.5%増加している｡

(4)全登録者数の89.1%は,公立の機関である｡

(5)分野別の登録者数をみると,多い方から職業関係約80万人,教養関係約78万人,保健

関係約73万人,芸術関係約70万人である｡

最後に,教育プログラムについての傾向をみてみると (表3参照),成人学習者が選 択 ･

受講するプログラムは,1975年現在はば半数の者が l~職業訓練｣のコースとなっている｡こ

のコースは ｢地域社会の諸問題｣のコースとともに着実に増え続けているが,さらに近年最

もその関心が高まりつつあるコースとしてほ,｢社会生活 ･レクレーション｣ および 日田人

生活 ･家庭生活｣に関連した分野が挙げられる.これに対し,減少の傾向にあるのが r一般

教養｣のコースである.

以上のように,アメリカの成人教育は,全体的には伝統的な教育機関を中心として,その

対象年齢層を拡大し,とくに女性の参加や高学歴者を多く得ながら,主に職業的あるいは実

際的なパー トタイムの学習を行うものとして,急速な発達を遂げてきていることがわかる｡
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表3 プログラム別成人教育参加者数の推移

輯 -イスクール及び大学のフルタイム学生を除く17歳以上の成人｡

1969年,1972年の数は,35歳以上のフルタイム学生を含む｡

(資料 ;NationalGさnterforEducationStatistics,DigestofEducationStatistics

1982,p.156)

3. 成人基礎教育

ところで,成人教育の一分野であ り,社会的,教育的に不利な条件におかれている人々の

ための ｢補償教育｣の場として位置づく成人基礎教育 (AdultBasicEducation)は,どのよ

うに展開されているであろうか｡

社会生活に最少限必要な基礎知識 ･技能を身につけていない人々を対象とした成 人 基礎

教育は,もともと移民に対するアメリカ-の同化のための補習教育として出発 した｡ そ の

後,一般市民-の拡大や職業基礎教育をも含みながら,とりわけ1964年の ｢経 済 機 会 法｣

(EconomicOpportunityAct) や1966年の ｢成人教育法｣(AdultEducationAct)などの

連邦によるいわゆる貧困追放政策の下で,急速に発達してきた分野である｡

今日,その対象年齢は16歳以上 (1968年までほ18歳以上)で,公立学校あるいは公立職業

表4 性別,年齢別,人種別成人基礎教育参加者数

(資料 ;Nationa一CenterforEducationStatistics,DigestofEducationStatistics

1982,p.155)
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訓練校において無償で行われているO成人基礎教育は,補習教育の論理に基づき r雇用市場
3iiI‖E

を考慮に入れつつも,力点はあくまで個人の福祉におかれている｣のである｡そのため,従

来雇用市場外におかれていた人々を市場内に包含しようとすると同時に,主要には社会生活

の上に必要な基礎学力のない文盲をなくすことが目標とされている｡

1981年現在の成人基礎教育の状況は,表4に示される｡全体の受講者数は約202万人で,

これは成人人口の約1.2%に当る｡男女別の比率をみると,女性が男性をやや上回っている｡

年齢別では,16歳～44歳が全体の81%と大部分を占めている｡また,これを人種 でみた場

令,白人が全体の約半数を占め,以下黒人,スペイン系アメリカ人,その他の順となってい

る｡しかし,それぞれの成人総人口の割合からみれば,白人が 1%に満たないのに対し,黒

人は約 3%,スペイン系アメリカ人およびその他が5%前後となっており,圧倒的にアメリ

カ社会のいわゆるマイノリティ･グループの就学率が高いことがわかる｡

Ⅲ.コミュニテ ィ･カレッジにおける成人教育の発達

1. コミュニティ･カレッジの量的拡大と特色

コミュニティ･カレッジは,通常,一般教育あるいは職業的性格の完成教育,または4年

表 5 2年制高等教育機関の機関数及び入学者数の推移

機 関
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1

1
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1
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1

1

1

1

1

1

1

1
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1

1
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259
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259

275

275

…一一 ~_ -_

入 学 者
総 数 F公 立F私 可男 子t女 子

…三三',6287981

701,945

785,947

905,954

1,036,753

1,212,491

1,359,498

1,572,192

1,804,775

1,903,177

2,078,161

2,142,960

2,294,661

2,479,254

844,512

988,926

1,172,952

1,325,970

1,512,762

1,792,296

1,976,658

2,223,208

9341 6971 237J2,485,911
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9

2

1

7

3

4

4

3

2

2

2

2

2
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735,029

874,779

1,041,264

1,189,169

1,372,053

1,646,474

1,846,724

2,101,972

2,365,867

2,640,939

2,889,621

3,285,482

3,836,366

3,751,786

二 二二 ~‡
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1,543,695

1,650,551

1,831,802

2,165,344

1,980,144

1,964,781

1,885,181

1,922,005

2,047,033

(資料 ;NationalCenterforEducationStatistics,DigestofEducationStatistics1982,p.106)



32 研究紀要 (第4号)

制大学の上級学年進学のための基礎的教育を施す2年制の高等教育機関のうち,とくに地域

社会の要請に応 じて設立された公立の機関をさしている｡

すでに述べたような今日のアメリカ成人教育のめざましい発展は,一つには1960年代以降

のコミュニティ･カレッジの爆発的な普及に伴 う成人の教育機会の拡大によるものである｡

表5のように,1980年現在,全国で機関数941校,学生数約433万人となっている｡1963年か

ら1980年までのおよそ20年間に,機関数において約2.5倍,学生数においてほ6倍近い増加

を示している｡因みに,私立の2年制短期大学の場合は,この間機関数約 1.3倍,学生数約

2倍となっている｡

2年制大学の磯関数で約74%,学生数に至っては96%をも占めるコミュニティ･カレッジ

のこうした急速な普及 ･発展は,その名称が示す通 り,自宅から通学できる近隣住区内に設

置されていることと同時に,その制度的特色によるものである｡すなわち,入学試験制度を

撤廃したオープンドアに基づく開放制や,授業料が無償かそれに近いことである｡これによ

り,従来経済的,地理的理由などから就学の機会を奪われていた人々にも門戸が開放され,

実際,低所得者,有職者,主婦などの入学者は,他の高等教育機関に比べて圧倒的に多くな

っている｡

コミュニティ･カレッジ-の入学者は,他のどんなフォーマルな教育機関よりも成長を続

けている01970年代の教育の財政的危機の中にあっても,少なくとも一週間に一校設立され

るほどの勢いであった｡そこでは,その開放制政策により地域内のあらゆる成人に対して用

意される多様な教育プログラムもまた,入学者の魅力の一つとなっている｡

これまで,成人に対しては,一定の学問的,職業的技能の習得をめざさない老 - の文化

的,教養的サービス活動のほか,補習教育プログラム,さらには職業訓練プログラムなどが

提供されてきた｡最近では,これらのうちとくに職業訓練や職業教育の分野における拡充が

著しい｡例えば,コミュニティ･カレッジでは,新たに美容術,自動車メカ,電子,TV修

理,印刷,大工吸,他の技術 ･技能のようないわば終局訓練の場が設けられるよ うにな っ

た｡従来,こうした訓練は,成人教育独自の分野あるいは職業-イスクールプログラムの一

部と考えられていたが,今やコミュニティ･カレッジというフォーマルな高等教育機関の正

規のカリキュラムに移行されつつある｡

こうした成人教育プログラムのコミュニティ･カレッジ-の移行は,昼間学校プログラム

への州の補助金交付という財政上の理由にもよるものであるが,これによって現在のコミ1,

ニティ･カレッジが技術的,技能的職業のための現職教育(in-servicetraining)の場と化し

てきているといえる｡そして,コミュニティ･カレッジにおける職業教育の発達は,入学す

る学生の多くが成人であるという実際の状況の下で,成人と成人でない老とを区別すること

さえますます困難にしているのである｡

2. コミュニティ･サービスプログラム

コミュニティ･カレッジは,今や成人の第 2の教育の場として広く継続教育,補習教育を

施す総合的,多目的な高等教育機関となっている｡初等 ･中等学校と同様に地方教育委員会
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の管理下にあり,地域社会に密着しているコミュニティ･カレッジは,これまで4年制大学

以上に成人に対する教育拡張活動を行ってきたが,近年の量的拡大に伴って,成人-の継続

教育に加えてさらに地域社会の多様な要求に積極的に応えるような教育プログラムの開発が

進行している｡これが ｢コミュニティ･サービスプログラム｣と総称されるものである｡こ
(12)

のプログラムは,具体的には次のようなものを含むものとして考えられている｡

(1) カレッジの施設 ･サービスの地域社会的使用として,物理的施設 ･サービスの供給,

キャンパスで行われる地域社会の行事の共同主催,図書館の地域社会的使用,キャンパ

ス ･ツアー

(2)地域社会への教育的サービスとして,無単位の短期コース,単位制の拡張コース,現

職者訓練,地域社会カウンセリング,人的資源開発,キャンパス内でのラジオ ･テレビ

局

(3) 地域社会開発として,統率的,諮問的援助,研究 ･調査 ･世論調査, ワー クショッ

プ･講習会 ･会議,地域社会会議 ･調停会議 ･その他必要とされる地域社会のエージェ

ソシ-やグループの編成

(4)文化的,レクレーション的活動として,美術 ･講演 ･映画シリーズ,教養旅行 ･校外

見学,画廊,体育活動,科学知識サービス,各種フェスティ/(ル,地域社会の演芸

以上の内容からもうかがうことができるように,このサービスプログラムは,昼夜のクラ

スの正規の授業時間に加えて,その地域社会から提供する教育的,文化的,レクレ-ショソ的

サービスの総合的なものとなっている｡こうしたサ-ビスプログラムは,その背景にカレッ

ジの地域社会-の浸透と同時に,地域社会のカレッジへの参加というダブル-ドア的な考え

方があり,それに強く支えられている｡

今日,コミュニティ･サービスプログラムは,それがカレッジ全体の機能であるという認

識の下で,成人のみならずすべての年齢層を対象に行われ,またそこでは非伝統的な学習方

法が中心となっている｡そして,すでにこのプログラム-の参加者は300万人を超えている

ことも報告されている｡現在,その財政上の問題やスタッフの確保の問題などを抱えながら

ち,あらためて地域社会に根ざした教育プログラムの個別化,多様化を指向することが期待

されている｡

3. コミュニティ･カレッジのダイナミックな発展

コミュニティ･カレッジの中には,最近成人教育の目的 ･内容あるいは学習者の特性に応

じた特別な計画や新しい実験をとり入れているところがみられる｡ここでは,こうした伝統
(13)

的な形態や内容にこだわらないいくつかの革新的な実践例をみることにする｡

(1)特別な対象集団

コミュニティ･カレッジでは,学生集団が異質でありその学習要求も非常に多岐にわたっ

ているため,一つの一般的プログラムやサービスを提供するのではなく,ある特別な集団を

対象とした独特のプログラムを用意するところが多くなっている｡具体的には,次のような
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ものがある｡(以下,カレッジ等の名称は原語で示す｡)

① 高齢者を対象---EmeritusCollege,Collegeof Marin(カリフォルニア州)

② 組合員を対象--MonroeCountyCommunityCollege(ウェイン州立大学と協働,

ミシガン州)

③ 家族を対象･･.･･･FamilyCollege,RocklandCommunityCollege(ニューヨーク州)

④ 通勤者を対象--ChabotCollege(カリフォルニア州)

⑤ 精神面で遅れをとる成人を対象-･-NapaCollege(カリフォルニア州)

⑥ 田園地域の女性を対象･-･･EnterpriseStateJuniorCollege(アラバマ州)

⑦ 前科者を対象--･FloridaJuniorCollege

⑧ 獄中者を対象･--MercerCommunityCollege(ニュージャージ州)

⑨ 聾亜成人を対象･.･･-DelgadoCollege(ルイジアナ州)

(2) 柔軟な組織

イリノイ州の JohnWoodCommunityCollegeでは,同州の他のカレッジや技術学校に

おける教授上の資源を利用する工夫をしている｡学生は他のカレッジや技術学校での授業を

も受けながら,単位や証明書あるいは学位については所属するカレッジから受け取ることに
(14)

なっている｡

ニュージャージ州の HudsonCountyCommunityCollegeCommissionもはば同様な方

法をとっているが,ここでは同州の大学や医学センターあるいは技術研究所から ｢講義｣を

購入する "仲介業"の役割を果たしている｡

また,メl)-ランド州の Worcester-Wiscomico(WOR-WIC)CommunityCollegeで

紘,同カウソティ内の学生に対して,中央キャンパスよりむしろ地域社会の施設 ･設備を利

用しながら教育を行っている｡

このほか,大都市地域のコミュニティ･カレッジの中には,地域社会における成人教育の

特別なニーズを世話する市全体にわたる機関 (units)を設立しているところもある｡例えば

ChicagoCityWidelnstituteやカソサス市の PioneerCommunityCollege,ロス ･アンゼ

ルス市の InstituteforNewDimensionsなどである｡

(3)新しい科学技術の利用

これまで科学技術を利用したものとしてほ,古くはシカゴで初めて開発されたテレビによ

る教育があるが,今日これは各地のコミュニティ･カレッジでも利用されている｡

最近では,新しく ｢新聞によるフォラムコース｣(CoursesbyNewspaperForum)とい

うタイトルの下で,新聞を利用したコースをキャンパスでの学習経験と結びつける工夫も衣

られる｡すでに12のカレッジがこうしたフォラム (公開討論)を開発しているが,中でもカ

ソサス市のJohnsonCountyCommunityCollegeでは,このフォラムをビデオテ- プ化

し,耳の不自由な人々にそれを開放している｡ また, ルイジアナ州の DelgadoCollegeで

ち,盲人のために地方のラジオ放送を通じたフォラムを試行している｡

このほか,科学技術の効果的利用を図っている例としては,カリフォルニア州の F00thill
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Collegeにおけるオーディオ ･カセットによる昼夜の電話利用のコース (Phone-AICourse)

早,同州の ConsumnesRiverCollegeにおけるとくに高齢者の幅広い問題関心に応えるた

めに,地方の図書館を通じて供給されるテレライブラリー,ビデオカセットなどが挙げられ

る｡

(4)成人学習者用の教材

コミュニティ･カレッジによっては,成人学習者のために特別に用意される教材やカウソ

セリング資料などを開発しているところがある｡しかも,これらの教材 ･資料は,単一の機

関にとどまらず広く利用されている｡

NorthernVirginiaCommunityCollegeでは,非伝統的学習者のキャリア教育をめざし

て,成人学習者の評価やキャリア目的の実践に役立てるために考案された "キャリアス キ

ル ･パッケージ'の教材を用意している｡

また,テレビコースを実践するコミュニティ･カレッジでは,学習ガイドやテキス ト,ワ

ークブック,テス トなどの教材をもれなく揃えた "教授パッケージ'なるものを用意し,チ

レビ教育の効果的利用に役立てている｡

(5)地域社会との関係

コミュニティ･サービスプログラムのところでも触れたように,コミュニティ･カレッジ

は,今日ますます地域社会のさまざまな集合体との協働関係を緊密にしている｡

これまで行われてきた地域社会との協働活動をまとめると,①地域社会のニーズの評価,

②地域社会の各種指導助言委員会の利用,③地方機関との合同計画,④合同スケジューリン

グ,⑤登録あるいは複数登録(cross-registration),⑥地域社会の他の教育提供者との施設 ･

設備の協同利用などが挙げられる｡

コミュニティ･カレッジによる地域社会-の実際のサービスプログラムについては,ある

調査報告 (1976年)によれば,最も多く実践されているのが図書館の提供,産業上のニーズ

への助力,職業技術向上のプログラム,文化的行事,健康管理コースとサービス,女性やマ

イノリティなど-の特別プログラムとなっている｡反対に,サービスの頻度が低いものとし

てほ,コンピュータや科学技術の設備の提供,カウンセリングセソクーの利用,テレビ･新

聞などのマスメディアによるコースである｡

以上,コミュニティ･カレッジの最近のダイナミックともいうべき実践をみてきたが,そ

の大部分は ｢アメリカ･コミュニティ･ジュニアカレッジ協会｣(AACJC)の指導性と援助

に負うところが多い｡この協会は,全国レベルの成人教育関係団体や特別な機関をスポンサ

ーしているため,地方のコミュニティ･カレッジによる生涯学習を推進する上で最も重要な

組織の一つとなっているのである｡

なお,コミュニティ･カレッジの最近の特別プログラムあるいはサービス活動 につ いて

は,問題がないわけではない｡学習者である成人からみた場合,関心をもつすべての者が利

用できるものとはなっていないこともその一つである｡そこには,州あるいは地域によるば

らつきがみられる.すなわち,一目瞭然であるが,こうした新しいプログラムは,主にカリ
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フォルニア州,ニューヨーク州,イ1)ノイ州など一部の州に集中してみられるのである.

お わ り に

本稿では,成人教育を中心としてアメリカ生涯学習の発展の全体像とコミュニティ･カレ

ッジの果たす役割を明らかにしてきた｡多様性を特色とする成人教育は,本稿で触れなかっ

た図書館 ･博物館など学校教育の枠を超えた成人教育独自の分野をも含めて,連邦,州,也

方のあらゆるレベルにおいて多種多様な機関によってさまざまな形態で実施され て きて お

り,しかも年々その拡充が図られている｡

とりわけ,近年の連邦政府の教育への影響力が増大する中で,連邦の生涯学習-の取 り組

みも活発化され,その役割がますます重要なものとなってきている｡実際,多くの連邦部局

や機関が成人教育や職業訓練プログラムを提供するようになった｡連邦の生涯学習活動への

干与が強まり,そのプログラムへの財政援助が増加する中にあって,連邦政府自ら直面する

問題や課題も表面化してきた｡すなわち,生涯学習の定義,範囲,優先課題の再検討をはじ

め,財政上の問題,連邦内での機構 ･組織の改革,州あるいは地方機関との連携などの問題
(15)
である｡中でも,財政的裏づけは,先の ｢生涯学習法｣の部分が再改正によって削除される

要因ともなっているだけに,最も大きな問題であることは指摘するまでもない｡

今日,生涯学習と最も深い関わ りをもつコミュニティ･カレッジについてみても,一方で

は職業 ･技術教育的性格を強めながら,成人パートタイムの学習者の多様な学習要求を満た

す機会を提供し,他方では単位や学位を前提としないコミュニティ･サービスプログラムを

拡充し,総合的,多目的な高等教育機関として地域社会-の生涯学習の発展に多大な貢献を

果たしてきている｡さらに,70年代以降にはとくに成人の学習要求の増大や高度化,高年齢

層の学生の増加傾向と関連して,学習者の多様な要求に応じた学習の個別化,多様化が一段

と求められ,こうした成人の学習上の要請に基づく新しい方策として,既存の機関や既成の

教育プログラムにこだわらない非伝統的な学習形態が研究 ･開発されつつある｡

しかし,このようなコミュニティ･カレッジの機能の拡大 ･改善については,従来の4年

制大学-の トランスファー(transfer)携能や職業完成教育を主体としたフォーマルな学習の

意義を再確認すべきである,という批判も一方では強くみられる｡高等教育全般の財政上の

危枚的状況が続く中で,その地位あるいは教育の質の維持と本来の教育的コミュニティとし

ての使命をどのように調和させながら発展していくのか,今日のコミュニティ･カレッジに

課せられた重要な課題であるといえよう｡

最後に,コミュニティ･カレッジにもいくつかみられた非伝統的な学習形態の開発 ･実践

紘,最近の伝統的4年制大学の成人教育施策の中でも,各種財団や連邦の援助等に支えられ

ながらより大規模に展開されつつある｡高等教育人口の減少により,諸教育機関が学生獲得

のために激しい横会を強いられている状況を背景に,より多くの成人に生涯学習の機会を提

供しようとする非伝統的高等教育の拡充方策については,稿を改めて論及していきたい｡
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